


４ 支給内容

（参考）平成２８年度以降の各期別支給月数（一般職）

期末 勤勉 計 期末 勤勉 計 期末 勤勉 計
H28 1.225 0.80 2.025 1.375 0.90 2.275 2.6 1.7 4.3

H29 1.225
0.8075
（0.85）

2.0325
（2.075）

1.375
0.9075
（0.95）

2.2825
（2.325）

2.6
1.715
（1.8）

4.315
（4.4）

H30 1.225
0.8575
（0.9）

2.0825
(2.125）

1.375
0.9075
（0.95）

2.2825
（2.325）

2.6
1.765
（1.85）

4.365
（4.45）

R1 1.3
0.8825
（0.925）

2.1825
(2.225）

1.3
0.8825
（0.925）

2.1825
(2.225）

2.6
1.765
（1.85）

4.365
（4.45）

（ ）は給与減額措置前の支給月数

年度
６月 １２月 合計

①一般職
○職員１人あたりの平均支給額は、８５２，１６７円（平均年齢４３歳５月）です。

（昨年：８９６，０７１円（平均年齢４３歳５月））

○平成３０年１２月の平均支給額と比べて、４３，９０４円（４．９％）の減となっていま
    す。

その主な理由は、平成３０年の人事委員会勧告に基づき、令和元年６月、令和元年１２月
の期末・勤勉手当の支給月数が均等になるよう配分したことにより、平成３０年１２月に
比べ令和元年１２月の支給月数が０．１月の減となっていることによるものです。

期末・勤勉手当の支給月数（一般職）

６月 １２月 合計

平成30年 期末手当 1.575月 1.775月 3.35月
令和元年  期末手当 1.675月 1.675月 3.35月

③県議会議員
○上記②特別職と同様の見直しを行ったため、平成３０年１２月に比べ令和元年１２月の支給月

    数が０．１月の減となっています。

期末手当の支給月数（県議会議員）

６月 １２月 合計

平成30年 期末手当 1.575月 1.775月 3.35月
令和元年  期末手当 1.675月 1.675月 3.35月

    ※県の厳しい財政状況を考慮し、平成２９年度から３ヶ年、勤勉手当の減額措置（６
        月、１２月にそれぞれ0.0425月の減）を実施しており、上表の支給月数は減額措置後
        の支給月数です。

②特別職
○令和元年６月、令和元年１２月の期末手当の支給月数が均等になるよう配分したことによ

    り、平成３０年１２月に比べ令和元年１２月の支給月数が０．１月の減となっています。

期末手当の支給月数（特別職）

６月 １２月 合計

  勤勉手当 0.8825月 0.8825月 1.765月
 合計 2.1825月 2.1825月 4.365月

 合計 2.0825月 2.2825月 4.365月
令和元年   期末手当 1.30月 1.30月 2.6月

平成30年  期末手当 1.225月 1.375月 2.6月
               勤勉手当 0.8575月 0.9075月 1.765月


